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第  一  部    企    業    情    報



第１  企  業  の  概  況

１．主要な経営指標等の推移

回           次 第８６期 第８７期 第８８期 第８９期 第９０期
決 算 年 月 平成８年３月 平成９年３月 平成10年３月 平成11年３月 平成12年３月

(1)連結経営指標等

営 業 収 益 (百万円) 33,054 28,153 32,996 35,741 25,584

経 常 損 益 (百万円) 2,631 1,667 2,154 3,282 5,346

当 期 純 損 益 (百万円) 2,077 1,574 1,305 1,940 3,326

純 資 産 額 (百万円) 113,679 114,277 114,621 113,159 116,716

総 資 産 額 (百万円) 4,302,699 3,339,092 4,107,179 4,247,639 6,343,189

１株当たり純資産額 (円) 918.62 923.45 926.24 956.76 986.86

１ 株 当 た り 当 期 純 損 益 (円) 16.78 12.71 10.54 15.97 28.12

潜 在 株 式 調 整 後 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) － － － － －

自 己 資 本 比 率 (％) 7.04 6.78 5.76 6.55 4.26

自 己 資 本 利 益 率 (％) 1.86 1.38 1.14 1.70 2.89

株 価 収 益 率 (倍) 90.70 80.19 52.14 37.25 27.20

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー (百万円) － － － － △5,346

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー (百万円) － － － － 7,984

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー (百万円) － － － － △830

現 金 お よ び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 (百万円) － － － － 6,804

従 業 員 数 (人) 756 715 694 675 682
(2)提出会社の経営指標等

営 業 収 益 (百万円) 28,382 23,487 28,274 30,804 19,633

経 常 損 益 (百万円) 2,232 1,261 1,849 2,231 4,036

当 期 純 損 益 (百万円) 1,572 1,035 1,103 1,195 2,414

資 本 金 (百万円) 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

発 行 済 株 式 総 数 (株) 123,750,000 123,750,000 123,750,000 118,274,000 118,274,000

純 資 産 額 (百万円) 100,533 100,636 100,816 98,646 101,067

総 資 産 額 (百万円) 4,289,521 3,325,513 4,092,630 4,220,253 6,160,280

１株当たり純資産額 (円) 812.39 813.22 814.67 834.05 854.51

１ 株 当 た り 配 当 額
（１株当たり中間配当額）

(円)
7.00
(－)

7.00
(－)

7.00
(－)

7.00
(－)

9.00
(－)

１株当たり当期純損益 (円) 12.70 8.36 8.91 9.84 20.41

潜 在 株 式 調 整 後 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) － － － － －

自 己 資 本 比 率 (％) 6.27 6.02 5.10 5.80 3.95

自 己 資 本 利 益 率 (％) 1.57 1.03 1.10 1.20 2.42

株 価 収 益 率 (倍) 129.05 121.95 61.69 60.44 37.48

配 当 性 向 (％) 55.08 83.68 78.51 69.23 44.09

従 業 員 数 (人) 341 326 299 279 259
(注)１．自己資本比率は、以下の算式により算出しております。

資本合計
自己資本比率＝

負債(※)・資本合計
×１００(％)

※預り担保有価証券および借入有価
証券等を除く。

２．営業収益（連結および提出会社とも）には、消費税は含まれておりません。

３． 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、転換社債等潜在株式がないため記載しておりません。

４． 第９０期の１株当たり配当額９円は、創業５０周年記念配当２円を含んでおります。

５． 第８６期から第８９期までの提出会社の従業員数には、出向者を含めて表示しております。



２．沿  革

昭和 2年 7月 東株代行株式会社として設立、東京株式取引所における短期清算取引
の受渡調節業務を開始。

昭和 18年 9月 短期清算取引の廃止に伴い、商号を東京証券株式会社と改め日本証券
取引所の第一種取引員となる。

昭和 24年 5月 取引所売買の再開に伴い、証券金融業務を開始。

同  年 12月 商号を変更して、日本証券金融株式会社となる。

昭和 25年 2月 金融機関としての経営機構を強化するため経営陣の一新を図り、株式
担保金融を主要業務として開始。

同  年 4月 東京証券取引所に上場。

同  年 5月 東京証券取引所の普通取引に直結したローン取引（融資業務は5月、貸
株業務は6月）を開始。

昭和 26年 6月 ローン取引を発展的に解消して、貸借取引貸付を開始。

昭和 30年 11月 北海道証券金融㈱、新潟証券金融㈱および福岡証券金融㈱３社の営業
の全部を譲受け、同年12月札幌、新潟および福岡に支店設置。

昭和 31年 4月 証券取引法の改正に伴い、同法に基づく証券金融会社の免許を取得。

昭和 33年 1月 日本ビルディング㈱を設立。

昭和 35年 2月 公社債担保の貸付業務を開始。

昭和 41年 6月 ㈱日本事務サービスを設立。

昭和 42年 8月 証券会社に短期運転資金を融資する極度貸付を開始。

昭和 43年 12月 公社債担保貸付を拡充し、公社債流通金融を開始。

昭和 52年 3月 証券会社に対して貸借取引とは別に株券を貸付ける一般貸株業務を開始。

同  年 12月 国債元利金支払取扱店業務を開始。

昭和 54年 10月 日本銀行が行う公社債流通金融担保登録公社債代用証書制度に関する
事務の代理業務を開始。

昭和 60年 11月 証券会社の保護預り証券を担保とする顧客向けの極度貸付を開始。

平成 元年 5月 債券貸借の仲介業務を開始。

平成  8年 4月 現金担保付債券貸借仲介業務を開始。

平成10年 11月 日証金信託銀行㈱を設立。

平成12年  3月 割引短期国債等の現先取引に限定した証券業務を開始。



３．事業の内容

  当社は、子会社 3 社および持分法適用関連会社 2 社を含む日証金グループの中核企業です。当社グ

ループは主として証券金融業および情報処理サービス業を行っています。

  当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。

（証券金融業）

貸  付  業  務…当社は、貸借取引、公社債貸付、一般貸付、債券貸借仲介および一般貸株など

の業務により、証券会社や個人投資家、機関投資家に対し、金銭または有価証券

を貸付けています。貸借取引については証券取引法第 156 条の 3 の規定により金

融再生委員会の免許を受け、その他の貸付については兼業承認を得ています。

  また、本年 3 月以降、割引短期国債等の現先取引に限定した証券業務を開始し

ました。当業務については証券取引法第65条の 2第 1項の規定により金融再生委

員会に登録しています。

信託銀行業務…子会社の日証金信託銀行㈱は、有価証券等の信託業務、預金および貸出等の銀行

業務を行っています。同社は有価証券の運用信託および証券会社向けの「顧客分

別金信託」の受託に重点を置いた営業活動を行っています。

不動産賃貸業務…子会社の日本ビルディング㈱は、主に当社グループが所有する不動産の賃貸・

管理を行っています。

（情報処理サービス業）

  子会社の㈱日本事務サービスは、システム開発・運用管理業務のほか、データエントリーなど

の計算事務を行っています。

  持分法適用関連会社 2 社は、日本電子計算㈱と日本証券代行㈱であり、それぞれ情報処理サービ

ス業と証券管理業務･名義書換代理人業務を行っています。

  以上の企業集団等について図示すると次のとおりであります。
子会社 2 社

証 券 金 融 業 日 証 金 信 託 銀 行 株 式 会 社

日 本 ビ ル デ ィ ン グ 株 式 会 社

子会社 1 社、持分法適用関連会社 1 社

情 報 処 理 サ ー ビ ス 業 株 式 会 社 日 本 事 務 サ ー ビ ス

日 本 電 子 計 算 株 式 会 社

持分法適用関連会社 1 社

そ の 他 日 本 証 券 代 行 株 式 会 社

持分法非適用関連会社 2 社

日 本 協 栄 証 券 株 式 会 社

ジ ェ イ ・ ア イ ・ エ ス 株 式 会 社

日    

本    

証    

券    

金    

融    

株    

式    

会    

社



４．関係会社の状況

名     称 住  所
資 本 金
（百万円）

主 要 な 事
業 の 内 容

議決権の所有
（又は被所

有）
割合（％）

関   係   内   容
摘
要

（ 連 結 子 会 社 ）

日証金信託銀行㈱
東京都
中央区

5,000 証 券 金 融 100.0 役員の兼任等･･･無

日本ビルディング㈱
東京都
中央区

100 証 券 金 融 100.0
当社所有の不動産を賃貸・管理している。
役員の兼任等･･･無

㈱日本事務サービス
東京都
中央区

100 情報処理サービス
100.0
(17.5)

当社のシステム開発を委託している。
役員の兼任等･･･有

（特分法適用関連会社）

日 本 電 子 計 算 ㈱
東京都
中央区

2,460 情報処理サービス
29. 1
(2.8)

当社のシステム開発、計算を委託している。
役員の兼任等･･･有

※

日 本 証 券 代 行 ㈱
東京都
中央区

500 証券代行業務 36.6
当社の名義書換代理人業務を委託している。
役員の兼任等･･･有

※

そ の 他 ２ 社

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。
２．摘要欄の※印の会社は、有価証券報告書を提出している。
３．議決権の所有割合の（  ）内は、間接所有割合で内数である。

５．従業員の状況
  (1) 連結会社の状況

（平成12年 3月 31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

証 券 金 融 ２９８

情報処理サービス ３８４

合            計 ６８２

  (2) 提出会社の状況
（平成12年 3月 31日現在）

従 業 員 数 平 均 年 齢 平均勤続年数 平均年間給与

２５９
人

４０
歳
４

ヵ月
１７

年
９

ヵ月
９，５７８，７９３

円

（注）１．従業員数は就業人員です。
２．平均年間給与は、基本賃金及び賞与の平均です。

  (3) 労働組合の状況
当社に労働組合はありません



第２  事  業  の  状  況

１．業績等の概要

(1)業  績

当連結会計年度におけるわが国経済を顧みますと、個人消費が一進一退を続け、住宅投資も頭打ち傾

向にありますが、企業収益の回復を背景に設備投資は下げ止まり、全体として民間需要を巡る環境は

徐々に改善しております。さらに各種の政策効果やアジア経済の回復などの要因が下支えとなって、景

気は全体として持ち直しに転じつつあります。

株式市場についてみますと、金融機関を中心とする持ち合い解消売りが続いた反面、金融の超緩和措

置や海外株高を背景に機関投資家や個人投資家の買い意欲が強まり、情報通信株やハイテク株を中心に

上伸し、日経平均株価は2万円台を回復しました。東京市場における制度信用取引買い残高は、期初の

1兆 1千億円台から本年3月上旬には4兆 6,456億円まで急増しました。

当社においては、信用取引買い残高の急増に伴って貸借取引貸付金が大幅に増加しました。有価証券

貸付業務は、株券が好調であったものの、債券は低調に推移しました。

当期の連結営業収益は、貸付金利息が大幅に増収となりましたが、貸株超過銘柄の減少を主因とする

貸借取引有価証券貸付料の大幅減収により前期比 28.4％減の 25,584 百万円となりました。一方、連結

営業費用は、貸借取引有価証券借入料が同貸付料にスライドしてほぼ同額減少したため、12,786百万円

と前期比13,243百万円、50.9％の大幅な減少となりました。

この結果、連結経常利益は5,346百万円と前期比62.9％増加し、当期連結純利益は3,326百万円と前

期（1,940百万円）比71.4％増加しました。

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。

○証券金融業部門

貸借取引業務においては、貸借取引貸付金が、信用買い残高の急増から期中平均で1兆 982億円と前

期比 8,056 億円増加（3.7 倍増）し、貸付金利息収入は大幅増収となりました。一方、貸借取引有価証

券貸付料は、貸株が融資より多くなる株不足によって生じる逆日歩有料銘柄が大幅に減少したため急減

しました。この結果、当業務の営業収益は前期比 35.5％減の 13,322 百万円となりました。ただし、当

業務の有価証券貸付料の減少は借入料の減少に概ね対当するもので利益への影響はほとんどありませ

ん。

公社債貸付・一般貸付業務においては、証券会社および個人ともに借入需要が低調で、当業務の営業

収益は前期比29.6％減の2,101百万円となりました。

有価証券貸付業務においては、貸借取引以外の株券の貸付(一般貸株)が好調であったものの、債券の

貸付(債券貸借仲介)の需要が減退し、当業務の営業収益は前期比27.0％減の4,073百万円となりました。

信託銀行業務においては、貸付金が大幅に増加するとともに顧客分別金信託等の信託報酬も増加した

ことから営業収益は1,069百万円(前期95百万円)となりました。

不動産賃貸業務の営業収益は912百万円となりました。

この結果、証券金融業部門の営業収益は前期比32.0％減の21,627百万円となりました。

○情報処理サービス業部門

情報処理サービス部門においては、コンピュータシステムの運用管理業務と開発システムの販売が好

調で、当部門の営業収益は3,957百万円となりました。

在外子会社がないため所在地別業績はありません。



(2)キャッシュ・フロー

  当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,807 百万

円増加し、当連結会計年度末には6,804百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  営業活動の結果使用した資金は、5,346 百万円でした。主に貸借取引を中心とする貸付金の純増

865,698 百万円や債券レポ取引等に伴う借入有価証券代り金の純増 129,149 百万円により資金を使用し、

貸付有価証券代り金の純増413,278百万円やコマーシャル・ペーパーの純増370,500 百万円により資金

を得ました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  投資活動の結果得られた資金は、7,984 百万円でした。国債等の有価証券の売却・償還による資金収

入38,218百万円のうち新たな有価証券取得のため29,486百万円の資金を支出しました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  配当金の支払い等による財務活動の結果使用した資金は830百万円でした。

  なお、当連結会計年度から「連結キャッシュ・フロー計算書」を作成しているため、「営業活動」「投

資活動」及び「財務活動」による各キャッシュ・フローについては、前年同期との比較分析は行ってお

りません。



 (3)証券取引所市場売買高と当社貸付金の状況
前        期 当        期期 別

区 分
自 平 成 10 年 4 月 1 日
至平成 11 年 3 月 31 日

自 平 成 11 年 4 月 1 日
至平成 12 年 3 月 31 日

株 数
百万株

１２２，５７３
百万株

１６３，６７５東 京 証 券 取 引 所

第 １ 部 売 買 高 金 額
百万円

９９，３２０，７２８
百万円

２２８，３１０，６０８

前期末残高
百万円

３８２，２４３
百万円

５４４，３９１

当期貸出高 ４，６５１，６３７ １６，６７２，６３９

当期回収高 ４，４８９，４８９ １５，７０４，８４９

貸 借 取 引

貸 付 金

当期末残高 ５４４，３９１ １，５１２，１８２

前期末残高 ５９２，３６０ １２１，５８５

当期貸出高 ４，０１８，５１３ ６５５，４５２

当期回収高 ４，４８９，２８８ ７２６，８１４
公 社 債 貸 付 金

当期末残高 １２１，５８５ ５０，２２３

前期末残高 ２０３，７０９ １１２，８０２

当期貸出高 ２６９，９４９ ２９２，６０１

当期回収高 ３６０，８５７ ３２２，６６５
一 般 貸 付 金

当期末残高 １１２，８０２ ８２，７３９

前期末残高 ４５，１００ ４１，５００

当期貸出高 ９５２，７００ １，７００，９２５

当期回収高 ９５６，３００ １，７０４，７４１

そ の 他 の
貸 付 金

当期末残高 ４１，５００ ３７，６８４

前期末残高 － １０，６００

当期貸出高 １０，６００ １４６，６３０

当期回収高 － １４３，４８０

信 託 銀 行

貸 付 金

当期末残高 １０，６００ １３，７５０

前期末残高 １，２２３，４１３ ８３０，８８０

当期貸出高 ９，９０３，３９９ １９，４６８，２４８

当期回収高 １０，２９５，９３４ １８，６０２，５５０

当        

社        

の        

貸        

付        

金        

の        

状        

況

計

当期末残高 ８３０，８８０ １，６９６，５７８



(4)当社貸付有価証券の状況
前        期 当        期期 別

区 分
自 平 成 10 年 4 月 1 日
至平成 11 年 3 月 31 日

自 平 成 11 年 4 月 1 日
至平成 12 年 3 月 31 日

前期末残高
百万円

２７７，９０６
百万円

４２７，９７０

当期貸出高 ７，３４５，４７５ １４，５６１，９６５

当期回収高 ７，１９５，４１２ １４，５８０，６０７

貸 借 取 引

貸 付 有 価 証 券

当期末残高 ４２７，９７０ ４０９，３２９

前期末残高 １，４０６，３００ １，３９７，４００

当期貸出高 ３１，９０８，７００ ３０，２５１，９００

当期回収高 ３１，９１７，６００ ３０，４６９，４００

貸 債 券 取 引
貸 付 有 価 証 券

当期末残高 １，３９７，４００ １，１７９，９００

前期末残高 ２，３６４ １０，２９５

当期貸出高 １，２９２，６６０ １，８４６，００４

当期回収高 １，２８４，７２９ １，８５２，２９１

一 般 貸 株
貸 付 有 価 証 券

当期末残高 １０，２９５ ４，００８

前期末残高 １，６８６，５７１ １，８３５，６６５

当期貸出高 ４０，５４６，８３６ ４６，６５９，８６９

当期回収高 ４０，３９７，７４１ ４６，９０２，２９８

当    

社    

の    

貸    

付    

有    

価    

券    

の    

状    

況 計

当期末残高 １，８３５，６６５ １，５９３，２３７



(5)セグメント別収入内訳

百万円 ％ 百万円 ％

３１，８０７ 89.0 ２１，６２７ 84.5

２０，６４１ 57.7 １３，３２２ 52.1

貸 借 取 引 貸 付 金 利 息 ３，１１８ 8.7 ７，９３２ 31.0

借 入 有 価 証 券 代 り 金 利 息 １，７３５ 4.8 ５９９ 2.4

貸 借 取 引 受 取 手 数 料 １０８ 0.3 ２５９ 1.0

貸 借 取 引 有 価 証 券 貸 付 料 １５，６７９ 43.9 ４，５３１ 17.7

７１２ 2.0 ９７ 0.4

公 社 債 貸 付 金 利 息 ７１２ 2.0 ９７ 0.4

２，２７３ 6.4 ２，００３ 7.8

一 般 貸 付 金 利 息 ２，２７２ 6.4 ２，００１ 7.8

一 般 貸 付 受 取 手 数 料 １ 0.0 ２ 0.0

５，５７６ 15.6 ４，０７３ 15.9

４，３９２ 12.3 ２，４８９ 9.7

貸債券取引有価証券貸付料 ２，６６１ 7.5 １，７８７ 7.0

借 入 有 価 証 券 代 り 金 利 息 １，７３０ 4.8 ７０２ 2.7

貸 債 券 取 引 受 取 手 数 料 ０ 0.0 － －

１，１８４ 3.3 １，５８３ 6.2

９５ 0.3 １，０６９ 4.2

信 託 報 酬 １１ 0.0 ９８ 0.4

８９５ 2.5 ９１２ 3.6

１，６１２ 4.5 １４７ 0.6

３，９３３ 11.0 ３，９５７ 15.5

情 報 サ ー ビ ス 料 ３，４５５ 9.7 ３，５１１ 13.7

機 械 賃 貸 料 ４２５ 1.2 ３４０ 1.4

そ の 他 ５２ 0.1 １０５ 0.4

３５，７４１ 100.0 ２５，５８４ 100.0

証 券 金 融 業 部 門

貸 借 取 引 業 務

公 社 債 貸 付 業 務

一 般 貸 付 業 務

有 価 証 券 貸 付 業 務

債券(債券貸借仲介)

貸 株 ( 一 般 貸 株 ）

信 託 銀 行 業 務

不 動 産 賃 貸 業 務

そ の 他

情 報 処 理 サ ー ビ ス 業 部 門

営 業 収 益 合 計

前      期
自 平 成 1 0 年 4 月 1 日
至平成 1 1 年 3 月 3 1 日

当      期
自 平 成 1 1 年 4 月 1 日
至平成 1 2 年 3 月 3 1 日

期 別

区 分



２．対処すべき課題

  景気の先行きにつきましては、引続き不透明要因がありますものの、企業マインドの改善で設備投

資に持ち直しの動きがみられるなど、民間需要に支えられた自律的回復への基盤は徐々に固められて

いくものと期待されます。

  金融・証券市場においては、日本版ビッグバンを契機に金融機関の再編が進み一段と競争が激化し

ています。また来年初には日本銀行の当座預金に係る資金取引や国債売買等の即時グロス決済（ＲＴ

ＧＳ）の実施が予定されており、有価証券の翌日決済（Ｔ＋１）の検討も進められています。

  このような時期にあたり、当社といたしましては諸制度の変革に対して積極的に取組むとともに、

証券金融の専門機関として証券会社および投資家のニーズに適切にお応えしてまいりたいと存じま

す。また、さらなる経営の効率化を図り経営基盤の強化に努めるとともに、リスク管理については引

続き万全を期す所存であります。

３．経営上の重要な契約等

該当事項はありません。

４．研究開発活動

該当事項はありません。



第３  設  備  の  状  況

１．設備投資等の概要

当社グループでは、総額917 百万円の設備投資を行いました。内訳は、証券金融業が 598 百万円、

情報処理サービス業が318百万円であります。

証券金融業の設備投資額のうち有形固定資産は 580 百万円で、主要なものとしては中央区日本橋の

事務所用地を211百万円で購入いたしました。

情報処理サービス業の設備投資額のうち有形固定資産は 244 百万円で、大部分はコンピュータ関連

機器であります。



２．主要な設備の状況

  当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりである。

(1)提出会社
帳簿価額（百万円）

事 業 所 名
（ 所 在 地 ）

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設 備
の
内容

建物及び
構 築 物

車両及び
運 搬 具

土 地
(面積㎡）

ソ フ ト
ウ ェ ア

そ の 他 合   計
従業員

数（人）
摘
要

本     店
（東京都中央区）

証 券 金 融 その他 781 0
588

(  537)
227 247 1,844 232

札 幌 支 店
（札幌市中央区）

証 券 金 融 その他 29 0
－

(    －)
－ 2 31 8

新 潟 支 店
（新潟県新潟市）

証 券 金 融 その他 0 －
－

(    －)
－ 1 1 6

福 岡 支 店
（福岡市中央区）

証 券 金 融 その他 0 －
－

(    －)
－ 1 1 9

福利厚生施設等
（栃木県那須郡他3ヵ所）

証 券 金 融 その他 49 －
396

(6,223)
－ 1 1 4

(2)国内子会社
帳簿価額（百万円）会 社 名

事 業 所 名
（ 所 在 地 ）

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設 備
の
内容

建物及び
構 築 物

車両及び
運 搬 具

土 地
(面積㎡）

ソ フ ト
ウ ェ ア

そ の 他 合   計
従業員

数（人）
摘
要

日証金信託銀行㈱
本     社

（東京都中央区）
証 券 金 融 その他 0 －

－
(  －)

－ 7 8 13

日本ビルディング㈱
本     社

（東京都中央区）
証 券 金 融 その他 1,226 0

1,181
(  12)

－ 48 2,456 26 (注)2

㈱日本事務サービス
本     店

（東京都中央区）

情報処理
サービス

その他 539 0
25

(   0)
182 473 1,221 212 (注)3

㈱日本事務サービス
千 葉 情 報 セ ン タ

（千葉県野田市）

情報処理
サービス

シ ス テ ム
開 発

14 0
8

(   1)
－ 2 25 23

(注)1.帳簿価額のうち「その他」は工具器具及び備品及び建設仮勘定の合計である。なお金額には消費税等を含まない。
2.貸与中の建物 485 百万円を含んでおり、関連会社である日本証券代行㈱、日本電子計算㈱他に貸与されている。
3.貸与中の建物 328 百万円を含んでおり、関連会社である日本証券代行㈱他に貸与されている。
4.上記の他、主要な賃借及びリース設備として以下のものがある。

(2)国内子会社

会   社   名
事 業 所 名
（ 所 在 地 ）

事 業 の 種 類 別
セグメントの名称

設備の
内 容

従業員数
（人）

土地の面積
（千㎡）

年 間 賃 借 料
又はリース料

摘 要

㈱日本事務サービス
大 阪 支 店
（大阪市淀川区）

情報処理サービス その他 67 － 19,437

㈱日本事務サービス
名 古 屋 支 店
（名古屋市千種区）

情報処理サービス その他 82 － 19,952

３．設備の新設、除却等の計画

当社は、平成 13 年 1 月実施予定の日本銀行当座預金等の即時グロス決済（ＲＴＧＳ）化に対応する準備を進めていま
す。投資予定金額 650 百万円のうち約 5億円は対応ソフトウェアの開発で、全額自己資金で賄う予定です。

  

投 資 予 定 金 額 着 手 及 び 完 了 予 定会 社 名
事 業 所 名
( 所 在 地 ）

事業の種類
別セグメン
ト の 名 称

設備の内容
総  額 既支払額

資 金 調 達 方 法
着  手 完  了

日本証券金融 ㈱
本 店
(東京都中央区)

証 券 金 融 そ の 他
百万円

650 － 自 己 資 金 平 成 1 1 年 8 月 平 成 1 2 年 8 月



第４  提出会社の状況

１．株式等の状況

(1)株式の総数等

種 類 会社が発行する株式の総数 摘 要

普 通 株 式 160,000,000  株 （注）

計 160,000,000

(注)「株式を消却した場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。
     なお、当期末までに利益により株式5,476,000株を消却し、当期末では154,524,000株となってお

ります。

記名・無記名の 発 行 数 上場証券取引

別および額面・ 事 業 年 度 末 現 在 提 出 日 現 在 所または登録 摘  要

無 額 面 の 別

種 類

(平成 12 年 3 月 31 日現在) (平成 12 年 6 月 29 日現在) 証券業協会名

市 場 第 １ 部記 名 式 ・ 額 面
(券面額 5 0 円 )

普 通
株 式

118,274,000  株 118,274,000  株 東京証券取引所
(注)

発
行
済
株
式

計 118,274,000  株 118,274,000  株

(注)議決権を有しております。

(2)発行済株式総数、資本金等の推移

発行済株式総数 資  本  金 資本準備金
年  月  日

増減数 残高 増減額 残高 増減額 残高
摘   要

千株 千株 百万円 百万円 百万円 百万円

昭和62年10月1日 22,500 112,500 5,323 9,823 5,323 5,357 (注１)

平成元年5月22日 11,250 123,750 176 10,000 ▲176 5,181
資本準備金の
資本組入れ（注２）

平成10年4月1日～
平成11年3月31日

 ▲5,476 118,274 － 10,000 － 5,181 利益による消却

(注) 1．株主割当       1:0.25    22,380千株      発行価格 　470円       資本組入額 235円
          失権株等公募                119千株      発行価格 1,081円       資本組入額 541円
     2．これに伴い、同日付で、平成元年3月 31日最終の株主名簿および実質株主名簿に記載された株

主の所有株式数を、1株につき1.1株の割合をもって分割した。ただし分割の結果生じる1株未
満の端数株式は、これを一括売却し、その処分代金を端数の生じた株主に対し、その端数に応じ
て分配した。



(3)所有者別状況

（平成12年 3月 31日現在）
株 式 の 状 況（１単位の株式数1,000株）

区 分 政 府 お よ び
地方公共団体

金 融
機 関

証 券
会 社

そ の 他
の 法 人

外 国 法 人 等
（うち個人）

個 人
そ の 他

計

単位未満
株 式 の
状 況

人

株 主 数 1 59 99 92 105
(2)

6,485 6,841 -

単位 株

所 有 株 式 数 2 43,523 22,043 12,160 17,344
(3)

21,964 117,036 1,238,000

％

割
合

0.00 37.18 18.83 10.38 14.81
(0.00)

18.76 100.00 -

(注)１．自己株式6,851株は、「個人その他」に 6単位、「単位未満株式の状況」に851 株含まれてお
ります。
  なお、自己株式6,851株は、株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式
数は3,851株であります。

２．「その他の法人」および「単位未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、
それぞれ33単位および2,000株含まれております。

(4)大株主の状況

（平成12年 3月 31日現在）

氏 名 ま た は 名 称 住                    所
所     有
株  式  数

発行済株式総数
に 対 す る 所 有
株 式 数 の 割 合

千株 ％

株式会社日本興業銀行 東京都千代田区丸の内１の３の３ 5,914 5.00

日 興 證 券 株 式 会 社 東京都中央区日本橋兜町６の５ 4,731 4.00

野 村 證 券 株 式 会 社 東京都中央区日本橋１の９の１ 4,644 3.92

株 式 会 社 あ さ ひ 銀 行 東京都千代田区大手町１の１の２ 4,640 3.92

株式会社日本長期信用銀行 東京都千代田区内幸町２の１の８ 4,601 3.89

株 式 会 社 富 士 銀 行 東京都千代田区大手町１の５の５ 4,331 3.66

財団法人資本市場振興財団 東京都中央区日本橋茅場町１の２の４ 3,531 2.98

野 村 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 投 信 口 ） 東京都中央区日本橋１の１の１ 3,476 2.93

株 式 会 社 大 和 証 券 グ ル ー プ 本 社 東京都千代田区大手町２の６の４ 3,165 2.67

農中信託銀行株式会社 東京都千代田区神田１の１の１２ 2,611 2.20

計 10   名 41,645 35.21

(注)上記の農中信託銀行株式会社の所有株式数には、信託業務に係る株式が2,456千株含まれております。



(5)議決権の状況
議決権のある株式数議 決 権

の な い
株 式 数

自己株式等 そ の 他
単位未満
株 式 数

摘                  要

発
行
済
株
式

株

－

株

1,226,000

株

115,810,000

株

1,238,000

単位未満株式数に含まれている自己株式
および相互保有株式は次のとおりであり
ます。
自 己 株 式         851株
相互保有株式
   日本証券代行㈱    625株
   日本協栄証券㈱    750株

(注)上記「議決権のある株式数」の「その他」および「単位未満株式数」の欄には、証券保管振替機構

名義の株式が、それぞれ33,000株および2,000株含まれております。

所有者の氏名または名称等 所  有  株  式  数 摘要

氏名または名称 住 所 自己名義 他人名義 計

株 株 株 ％

日本証券代行㈱ 中央区日本橋茅場町１－２－４ 680,000 － 680,000 0.57 (注)

日本協栄証券㈱ 中央区日本橋茅場町１－２－１８ 546,000 － 546,000 0.46

計 1,226,000 － 1,226,000 1.03

(注)株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が 3,000 株あります。
なお、当該株式数は上記｢発行済株式｣の「議決権のある株式数」の｢その他｣の欄に含まれておりま
す。

(6)ストックオプション制度の内容

該当事項はありません。

２．自己株式の取得等の状況

[取締役又は使用人への譲渡及び利益、資本準備金又は再評価差額金による消却に係る自己株式の取得等の状況]

(1)前決議期間における自己株式の取得等の状況

該当事項はありません。

(2)当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況

該当事項はありません。

自

己

株

式

等

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合



３．配当政策

  当社が証券取引法上の証券金融会社として公共的使命を果たし、証券界お

よび投資家の期待に応えていくためには財務体質の充実が不可欠であります

が、当社の業績は、その時々の証券市場および金融市場の動向に左右される

傾向があります。このような事情から、経営安定化のため内部留保の充実に

努めつつ、株主の皆様に対しては経済情勢や業績等を勘案し安定的かつ適正

な配当を維持していくことを基本としております。

  以上の基本方針のもとで、当期の配当金につきましては、普通配当は前期

と同じ 1 株につき 7 円とし、また本年が創業 50 周年にあたりますので記念配

当 2 円を加え、1 株につき 9 円といたしました。この結果、当期の配当性向は

44.1％となります。

４． 株価の推移

回 次 第86期 第 87期 第 88期 第 89期 第 90期

決 算 年 月 平成8年3月 平成9年3月 平成10年 3月 平成11年 3月 平成12年 3月

最 高
円

1,680 1,780 1,180 650 800

最近 5 年
間の事業
年度別最
高・最低
株価

最 低
円

948 990 380 370 486

月 別 平成11年 10月 11月 12月 平成12年 1月 2月 3月

最 高
円

583 657 633 692 737 800

当事業年
度中最近
６カ月間
の月別最
高・最低
株価

最 低
円

486 492 537 522 603 644

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。



５．役 員 の 状 況

役名および
職 名

氏           名
( 生 年 月 日 )

略                       歴
所 有
株式数

取 締 役 会 長

(代表取締役)

青 木  昭

(昭和 6年 11月 30日生）

平成 元年 10 月

     4 年  6 月

     9 年  6 月

    10 年  2 月

10 年  6 月

12 年  3 月

12 年  6 月

日本輸出入銀行副総裁

当社取締役社長

日本電子計算取締役（現在）

日本証券代行取締役（現在）

当社取締役会長（現在）

日本長期信用銀行取締役

新生銀行（改組）取締役（現在）

千株

12

取 締 役 社 長

(代表取締役)

小 島 邦 夫

(昭和 12年 12月 15日生)

平成  8 年  8 月

10 年  6 月

日本興業銀行顧問

当社取締役社長（現在）
12

取締役副社長

(代表取締役)

平 岡 哲 也

(昭和 18年 1月 21日生）

平成 9 年   7 月

11 年 10 月

12 年  6 月

住宅・都市整備公団理事

都市基盤整備公団（改組）理事

当社取締役副社長(現在)

－

専 務 取 締 役

(代表取締役)

高 橋 捷 宣

(昭和 17年 2月 11日生)

昭和 39 年  4 月

平成  6 年  6 月

8 年  6 月

10 年  6 月

12 年  6 月

当社入社

当社証券ローン部長

当社取締役証券ローン部長

当社常務取締役

当社専務取締役(現在)

7

常 務 取 締 役
堀 口  助

（昭和 18 年 10 月 10 日生）

平成  8 年  6 月

 8 年   9 月

10 年  6 月

東京共同銀行専務取締役

整理回収銀行(改組)専務取締役

当社常務取締役（現在）

15

常 務 取 締 役
原 田 久 雄

(昭和 18年 7月 28日生）

昭和 41 年  4月

平成  6 年  6月

9 年  6 月

12 年  6 月

当社入社

当社企画室長

当社取締役企画室長

当社常務取締役（現在）

7

取 締 役

（人事部長）

土 屋 直 道

(昭和 19年 6月 27日生）

昭和 42 年  4月

平成  6 年  4月

10 年  6 月

当社入社

当社貸債券部長

当社取締役人事部長（現在）

4

取 締 役

(企画室長)

木 村  仁

(昭和 20 年 1 月 23 日生）

昭和 42 年  4 月

平成 7 年 10 月

 12 年  6 月

当社入社

当社融資部長

当社取締役企画室長（現在）

5

取 締 役

(貸借取引部長)

風 間 吉 之

(昭和 21 年 5 月 9 日生）

昭和 44 年  4 月

平成 10 年  6 月

12 年  6 月

当社入社

当社貸債券部長

当社取締役貸借取引部長（現在）

3

取 締 役
澤 田  悌

（大正 2 年 1 月 4 日生）

昭和 57 年  4 月

63 年  6 月

平成  6 年  6 月

短資協会会長

当社取締役(現在)

短資協会特別顧問(現在)

－



役名および
職 名

氏           名
( 生 年 月 日 )

略                       歴
所 有
株式数

取 締 役
平 岩 外 四

(大正 3 年 8 月 31 日生）

昭和 59 年  6 月

62 年 11 月

63 年  6 月

平成  5 年  6 月

6 年  5 月

東京電力取締役会長

東京証券取引所理事（現在）

当社取締役（現在）

東京電力相談役（現在）

経済団体連合会名誉会長（現在）

千株

1

取 締 役
楠 田 智 昭

(昭和 13年 3月 14日生）

平成 11 年  4 月

12 年  6 月

大和証券グループ本社取締役会長（現在）

当社取締役（現在）
－

常 勤 監 査 役
高 橋 紘 治

(昭和 16 年 5 月 13 日生）

平成  7 年  6 月

10 年  6 月

東京証券取引所上場部長

当社監査役（現在）
7

常 勤 監 査 役
黄 瀬  浩

(昭和 16年 3月 29日生）

昭和 39 年  4 月

平成  8 年  6 月

9 年  2 月

12 年  6 月

当社入社

当社経理部長

日本証券代行監査役（現在）

当社監査役（現在）

5

常 勤 監 査 役
平 野 尚 美

(昭和 15 年 7 月 17 日生）

昭和 40 年  4 月

平成  8 年  6 月

12 年  6 月

当社入社

当社総務部長

当社監査役（現在）

4

監 査 役
野 村 菊 衛

(大正 14年 1 月 5日生）

昭和 62 年 12 月

平成 7 年  6 月

7 年  7 月

協立証券取締役会長

当社監査役(現在)

東証正会員協会顧問(現在)

1

計 16名 83

(注) 監査役高橋紘治および野村菊衛の両氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法

律」第18条第１項に定める社外監査役であります。



第５　 経　理　の　状　況

１． 連結財務諸表および財務諸表の作成方法について

（１）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和５１年大蔵省令

第２８号、以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度（平成１０年４月１日から平成１１年３月３１日まで）は改正前の連結財務諸表

規則に基づき、当連結会計年度（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで）は改正後の連結財務

諸表規則に基づいて作成しております。

（２）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和３８年大蔵省令第５９

号。以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成１０年４月１日から平成１１年３月３１日まで）は改正前の財務諸表等規則に

基づき、当事業年度（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで）は改正後の財務諸表等規則に基

づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成１０年４月１日から平成１１年

３月３１日まで）および前事業年度（平成１０年４月１日から平成１１年３月３１日まで）ならびに当連結会

計年度（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで）および当事業年度（平成１１年４月１日から平

成１２年３月３１日まで）の連結財務諸表および財務諸表について、東陽監査法人の監査を受けております。

その監査報告書は、連結財務諸表および財務諸表のそれぞれの直前に掲げてあります。



１．連結財務諸表等

（１） 連結財務諸表

① 連結貸借対照表

前 連 結 会 計 年 度

（平成 11 年 3 月 31 日現在）

当 連 結 会 計 年 度

（平成 12 年 3 月 31 日現在）

　　　　　　　　　期　　　別

　科　　　目 内　　　訳 金　　　額 構成比 内　　　訳 金　　　額 構成比

〔資　　産　　の　　部〕 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

Ⅰ　流　 動　 資　 産

１． 現 金 ・ 預 金

２． コ ー ル ・ ロ ー ン

３． 受 取 手 形 ・ 売 掛 金

４． 有 価 証 券

５． た な 卸 資 産

６． 貸 付 金

７． 貸 付 有 価 証 券

８． 保 管 有 価 証 券

９． 寄 託 有 価 証 券

10． 繰 延 税 金 資 産

11． 借入有価証券代り金

12． そ の 他

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

Ⅱ　固　 定　 資　 産

(Ⅰ) 有 形 固 定 資 産

１．建 物 及 び 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

２．車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

３．器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

４．土               地

有 形 固 定 資 産 合 計

(Ⅱ) 無 形 固 定 資 産

(Ⅲ) 投 資 そ の 他 の 資 産

１． 投 資 有 価 証 券※1,2

２． 社 内 貸 付 金

３． 長 期 前 払 費 用

４． 繰 延 税 金 資 産

５． そ の 他

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

6,255

△3,689

27

△24

3,677

△2,717

3,510

174,700

772

14,710

31

830,880

1,835,665

190,665

501,745

-

653,095

2,064

△2,409

4,205,431

2,566

3

960

2,321

5,850

45

35,161

430

465

-

304

△50

36,311

42,208

99.0

1.0

6,483

△3,819

25

△23

3,492

△2,699

5,985

197,000

763

751

7

1,696,578

1,593,237

239,054

1,780,304

189

782,244

1,462

△3,364

6,294,214

2,664

2

792

2,532

5,991

457

40,773

404

-

1,104

267

△24

42,525

48,974

99.2

0.8

資 産 合 計 4,247,639 100.0 6,343,189 100.0

※１

※１



前 連 結 会 計 年 度

（平成 11 年 3 月 31 日現在）

当 連 結 会 計 年 度

（平成 12 年 3 月 31 日現在）

　　　　　　　　　期　　　別

　科　　　目 内　　　訳 金　　　額 構成比 内　　　訳 金　　　額 構成比

〔負　　債　　の　　部〕 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

Ⅰ　流　 動　 負　 債

１． 買 掛 金

２． コ ー ル ・ マ ネ ー

３． 短 期 借 入 金

４． コマーシャル・ペーパー

５． 未 払 法 人 税 等

６． 賞 与 引 当 金

７． 貸付有価証券代り金

８． 預 り 担 保 有 価 証 券

９． 借 入 有 価 証 券

10． 貸 付 有 価 証 券 見 返

11． そ の 他

流 動 負 債 合 計

Ⅱ　固　 定　 負　 債

１． 退 職 給 与 引 当 金

２． 役員退職慰労引当金

３． そ の 他

固 定 負 債 合 計

149

490,850

12,757

61,000

1,105

413

996,646

875,113

1,645,463

7,500

39,282

4,130,278

2,885

650

664

4,201

97.2

0.1

136

567,700

130,353

431,500

1,359

426

1,409,924

2,303,182

1,298,414

11,000

68,053

6,222,048

2,913

868

641

4,423

98.1

0.1

負 債 合 計 4,134,480 97.3 6,226,472 98.2

〔 少 数 株 主 持 分 〕

少 数 株 主 持 分 - - - -

〔資　　本　　の　　部〕

10,000

5,181

97,978

10,000

5,181

101,537

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

資 本 金

資 本 準 備 金

連 結 剰 余 金

自 己 株 式
113,160

△0

0. 3

0.1

2. 3

2.7

0.0

116,719

△2

0.1

0.1

1.6

1.8

0.0

資 本 合 計 113,159 2.7 116,716 1.8
負 債 ・ 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

4,247,639 100.0 6,343,189 100.0



② 連結損益計算書

前 連 結 会 計 年 度
平成１０年４月　１日から
平成１１年３月３１日まで

当 連 結 会 計 年 度
平成１１年４月　１日から
平成１２年３月３１日まで

期　　　別

科　　　目 内　　　訳 金　　　額 百分比 内　　　訳 金　　　額 百分比
百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

Ⅰ 営 業 収 益 35,741 100.0 25,584 100.0

１． 貸 付 金 利 息

２． 借入有価証券代り金利息

３． 有 価 証 券 貸 付 料

４． そ の 他 の 営 業 収 益

7,694

3,465

19,535

5,045

10,914

1,307

7,924

5,438

Ⅱ 営 業 費 用 26,029 72.8 12,786 50.0

１． 支 払 利 息

２． コマーシャル・ペーパー利息

３． 有 価 証 券 借 入 料

４． そ の 他 の 営 業 費 用

営 業 総 利 益

3,465

188

18,322

4,053

9,711 27.2

1,460

367

6,773

4,183

12,798 50.0

Ⅲ 一 般 管 理 費 7,650 21.4 8,605 33.6

１． 報 酬 給 与 等

２． 退 職 給 与 引 当 金 繰 入

３． 退 職 給 与 引 当 金 戻 入

４． 役員退職慰労引当金繰入

５． 賞 与 引 当 金 繰 入

６． 事 務 計 算 費

７． 減 価 償 却 費

８． 貸 倒 引 当 金 繰 入

９． そ の 他

営 業 利 益

3,625

214

△123

165

240

1,329

296

-

1,902

2,060 5.8

3,443

208

△51

206

244

1,210

367

938

2,036

4,192 16.4

Ⅳ 営 業 外 収 益 1,296 3.6 1,169 4.6

１． 受 取 利 息

２． 受 取 配 当 金

３． 持分法による投資利益

４． 賃 貸 料

５． 雑 収 入

335

133

664

94

68

420

100

487

92

68

Ⅴ 営 業 外 費 用 75 0.2 15 0.1

１． 支 払 利 息

２． 雑 支 出

経 常 利 益

18

56

3,282 9.2

14

0

5,346 20.9



前 連 結 会 計 年 度
平成１０年４月　１日から
平成１１年３月３１日まで

当 連 結 会 計 年 度
平成１１年４月　１日から
平成１２年３月３１日まで

期　　　別

科　　　目 内　　　訳 金　　　額 百分比 内　　　訳 金　　　額 百分比
百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

Ⅵ 特 別 利 益 1,926 5.4 78 0.3

１． 貸 倒 引 当 金 戻 入 益

２． 固 定 資 産 売 却 益

３． 投 資 有 価 証 券 売 却 益

４． 持 分 変 動 利 益

1,415

8

502

-

-

45

-

32

Ⅶ 特 別 損 失 1,588 4.5 54 0.2

１． 固 定 資 産 売 ・ 除 却 損

２． 投 資 有 価 証 券 売 却 損

３． 投 資 有 価 証 券 処 分 損

４． 過年度役員退職慰労引当金繰入

21

1,267

-

299

42

-

1

11

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

3,619

1,679

-

1,940

10.1

4.7

-

5.4

5,370

2,185

△141

3,326

21.0

8.5

△0.5

13.0

③ 連結剰余金計算書

前 連 結 会 計 年 度
平成１０年４月　１日から
平成１１年３月３１日まで

当 連 結 会 計 年 度
平成１１年４月　１日から
平成１２年３月３１日まで

　　　　　　　　　　　期　　　別

科　　　目 内　　　　訳 金　　　　額 内　　　　訳 金　　　　額
百万円 百万円 百万円 百万円

Ⅰ　連結剰余金期首残高

１．その他の剰余金期首残高

２． 利益準備金期首残高

３． 過年度税効果調整額

Ⅱ　連 結 剰 余 金 減 少 高

１． 配 当 金

２． 役 員 賞 与

３． 自 己 株 式 消 却 額

Ⅲ　当 期 純 利 益

Ⅳ　連結剰余金期末残高

97,544

1,896

-

866

94

2,441

99,440

3,402

1,940

97,978

97,978

-

-

1,151

827

90

-

99,130

918

3,326

101,537

※１

 ※２



④ 連結キャッシュ・フロー計算書

当 連 結 会 計 年 度
平成１１年４月　１日から
平成１２年３月３１日まで

期　　　　別

科　　　　目 金　　　　　　額

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益
減価償却費
固定資産除売却損益（△）
有価証券関係損益（△）
貸倒引当金の増減（△）額
賞与引当金の増減（△）額
退職給与引当金の増減（△）額
役員退職慰労引当金の増減（△）額
受取利息及び受取配当金
支払利息
持分法による投資損益（△）
貸付金の純増（△）減
コール･ローンの純増（△）減
借入有価証券代り金の純増（△）減
コール・マネーの純増減（△）
借入金の純増減（△）
コマーシャル･ペーパーの純増減（△）
貸付有価証券代り金の純増減（△）
貸借取引担保金の純増減（△）
売上債権の純増（△）減
たな卸資産の純増（△）減
仕入債務の純増減（△）
役員賞与の支払額
そ　の　他

百万円

5,370
669
△2
△30
928
13
28
217

△12,742
1,843
△520

△865,698
△22,300
△129,149

76,850
117,596
370,500
413,278
21,520

9
24

△12
△90
7,346

小　　計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

法人税等の支払額

△14,351

12,801

△1,864

△1,931

営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出

有価証券の売却・償還による収入

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

そ　の　他

△ 5,346

△29,486

38,218

△784

121

△82

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額

そ　の　他

7,984

△827

△2

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額

△830

-

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額（又は減少額（△））

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高

1,807

4,996

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 6,804





[ 連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 ]

　　　　 前連結会計年度
平成１０年４月　１日から

平成１１年３月３１日まで
　　　　 当連結会計年度

平成１１年４月　１日から

平成１２年３月３１日まで

１．連結の範囲に関する事項
連結子会社数　　　３社
子会社３社は全て連結しております。
連結子会社は、「第６ 企業集団等の状況」の２.(4)

連結子会社の状況に記載しているため、省略してお
ります。
なお、日証金信託銀行㈱は設立により、当連結会

計年度から連結しております。

２．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用の関連会社数　　　２社

会社名
日本証券代行株式会社
日本電子計算株式会社

(2) 持分法非適用の関連会社数　　２社
会社名

日本協栄証券株式会社
株式会社ジェイ･アイ･エス

持分法を適用していない関連会社２社の合計の
当期利益および剰余金は、それぞれ連結利益およ
び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であります。

３． 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と同一であり

ます。

４．会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

有 価 証 券…移動平均法による原価法を採用して
おります。

たな卸資産…主として個別法による原価法を採用
しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産…定率法を採用し、主として法人税法

に規定する耐用年数により償却し
ております。ただし、建物（建物附
属設備を除く）については、平成
10 年度の税制改正により耐用年数
の短縮を行っております。
この変更に伴い、前連結会計年度と
同一の耐用年数によった場合に比
べ、減価償却費は 18 百万円増加し、
経常利益および税金等調整前当期
純利益は、それぞれ同額減少してお
ります。
なお、セグメント情報に与える影響
については、当該箇所に記載してお
ります。

１． 連結の範囲に関する事項
連結子会社数　　　３社
子会社３社は全て連結しております。
連結子会社は、「第１ 企業の概況」の４.関係会

社の状況に記載しているため、省略しております。

２． 持分法の適用に関する事項
 (1) 持分法適用の関連会社数　　　２社

同　　　　　左

(2) 持分法非適用の関連会社数　　２社
同　　　　　左

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
同　　　　　左

４．会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

有価証券…同　　　　左

たな卸資産…同　　　　左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産…定率法を採用し、主として法人税

法に規定する耐用年数により償却
しております。



　　　　 前連結会計年度
平成１０年４月　１日から

平成１１年３月３１日まで
　　　　 当連結会計年度

平成１１年４月　１日から

平成１２年３月３１日まで

無形固定資産…定額法を採用し、法人税法に規定
する耐用年数により償却しており
ます。

(3) 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税

法の定める法定繰入率による限度額のほか、個別
債権について回収可能性を検討して計上しており
ます。

賞与引当金
従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額

を計上しております。

退職給与引当金
従業員の退職金の支払に備えるため、親会社は

退職金支給規程に基づく会社都合による期末退職
金要支給額から、連結子会社は従業員の自己都合
による期末退職金要支給額から、それぞれ期末在
籍者にかかる適格退職年金資産残高を控除した額
が退職給与引当金の期末残高となるよう計上して
おります。

役員退職慰労引当金
連結子会社２社は、役員退職慰労金を在任する

各期に合理的に配分し、期間損益の適正化を図る
ため、内規に基づく期末要支給額を引当計上して
おります。
また、親会社は、従来、役員退職慰労金を支出

時の費用として処理しておりましたが、内規の整
備を機会に、同慰労金を在任する各期に合理的に
配分し、期間損益の適正化を図るため、当連結会
計年度より内規に基づく期末要支給額を引当計上
する方法に変更いたしました。この変更に伴い、
当連結会計年度発生額 122 百万円は「一般管理費」
に、過年度相当額 299 百万円は「特別損失」にそ
れぞれ計上しております。この結果、従来の方法
によった場合に比べ、営業利益および経常利益は
122 百万円、税金等調整前当期純利益は 422 百万円
それぞれ減少しております。
なお、セグメント情報に与える影響については、

当該箇所に記載しております。

無形固定資産…定額法を採用し、法人税法に規定
する耐用年数により償却しており
ます。
なお、自社利用のソフトウェアに
ついては、社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法を採
用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金

同　　　　　左

賞与引当金
同　　　　　左

退職給与引当金
同　　　　　左

役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。
また、連結子会社１社は、内規の整備を機会に、

同慰労金を在任する各期に合理的に配分し、期間
損益の適正化を図るため、当連結会計年度より内
規に基づく期末要支給額を引当計上しておりま
す。この変更に伴い、当連結会計年度発生額 26
百万円は「一般管理費」に、過年度相当額 11 百万
円は「特別損失」にそれぞれ計上しております。
この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業
利益および経常利益は 26 百万円、税金等調整前当
期純利益は 37 百万円それぞれ減少しております。
なお、セグメント情報に与える影響については、

当該箇所に記載しております。



　　　　 前連結会計年度
平成１０年４月　１日から

平成１１年３月３１日まで
　　　　 当連結会計年度

平成１１年４月　１日から

平成１２年３月３１日まで

(4) 重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理に
よっております。

(5) 消費税等の処理方法
税抜方式を採用しております。

５．投資勘定と資本勘定との相殺消去に関する事項
親会社投資勘定と子会社資本勘定の相殺消去は、

取得日を基準とする段階法によっております。
相殺消去の結果生じた消去差額については原因分析

を行い、原因分析が困難なものは連結調整勘定として
処理し、発生日以後５年間で均等償却しております。

６． 未実現損益の消去に関する事項
連結会社間の資産の売買に伴う未実現損益はすべて
消去しております。減価償却資産に含まれる未実現損
益については、その消去に伴い減価償却費の修正を行
っております。

７． 利益処分項目等の取扱いに関する事項
連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成し
ております。

８．法人税等の期間配分の処理に関する事項
法人税等の期間配分の処理は適用しておりません。

(4) 重要なリース取引の処理方法
同　　　　　左

(5) 消費税等の処理方法
同　　　　　左

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項
連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却

を行っております。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項
同　　　　　左

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な
預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月
以内に償還期限の到来する短期投資からなっておりま
す。



［表示方法の変更］

　　　　 前連結会計年度
平成１０年４月　１日から

平成１１年３月３１日まで
　　　　 当連結会計年度

平成１１年４月　１日から

平成１２年３月３１日まで

（連結貸借対照表）

１． 前連結会計年度において独立掲記しておりました

「前払費用」（当連結会計年度 44 百万円）は、資産

の総額の 5/100 以下であるため、当連結会計年度にお

いては流動資産の「その他」に含めて表示しておりま

す。

 

２． 前連結会計年度において独立掲記しておりました

「未払事業税等」は、連結財務諸表規則の改正により

当連結会計年度においては、未払事業税 246 百万円に

ついては「未払法人税等」に表示科目を統合し、未払

事業所税 13 百万円については流動負債の「その他」

に含めて表示しております。

 

３． 前連結会計年度において独立掲記しておりました

「未払費用」（当連結会計年度 135 百万円）は、負債

及び資本の合計の 5/100 以下であるため、当連結会計

年度においては流動負債の「その他」に含めて表示し

ております。

 

４． 前連結会計年度において独立掲記しておりました

「利益準備金」（当連結会計年度 1,989 百万円）およ

び「その他の剰余金」（当連結会計年度 95,989 百万

円）は、連結財務諸表規則の改正により当連結会計年

度においては「連結剰余金」として表示しております。

（連結損益計算書）

前連結会計年度において独立掲記しておりました

「受取利息」（当連結会計年度 18 百万円）および「有

価証券利息」（当連結会計年度 317 百万円）は、連結

財務諸表規則の改正により当連結会計年度においては

「受取利息」に表示科目を統合しております。

（連結剰余金計算書）

前連結会計年度においては、「その他の剰余金」の

期首および期末残高ならびに期中減少高を記載してお

りましたが、連結財務諸表規則の改正により当連結会

計年度においては「連結剰余金」の期首および期末残

高ならびに期中減少高を記載しております。

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において独立掲記しておりました

「長期前払費用」（当連結会計年度 1 百万円）は、資

産の総額の 5/100 以下であるため、当連結会計年度に

おいては投資その他の資産の「その他」に含めて表示

しております。

 



［ 追 加 情 報 ］

　　　　 前連結会計年度
平成１０年４月　１日から

平成１１年３月３１日まで
　　　　 当連結会計年度

平成１１年４月　１日から

平成１２年３月３１日まで

（連結損益計算書）

１． 前連結会計年度において「事業税等」に含めており

ました「事業税」（当連結会計年度 361 百万円）およ

び「法人税及び住民税」（当連結会計年度 1,318 百万

円）は、連結財務諸表規則の改正により当連結会計年

度においては、「法人税、住民税及び事業税」として

表示しております。

 

２． 前連結会計年度において税金等調整前当期純利益

への加算項目として独立掲記しておりました「持分法

による投資損益」（当連結会計年度 664 百万円）は、

連結財務諸表規則の改正により当連結会計年度にお

いては営業外収益の「持分法による投資利益」として

表示しております。

（ソフトウェア）

前連結会計年度まで投資その他の資産の「長期前払

費用」に計上しておりました自社利用のソフトウェア

については、「研究開発費及びソフトウェアの会計処

理に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度

委員会報告第 12 号平成 11 年 3 月 31 日）における経過

措置の適用により、従来の会計処理方法を継続して採

用しております。

ただし、同報告により上記にかかるソフトウェアの

表示については、投資その他の資産の「長期前払費用」

から無形固定資産に変更し、減価償却の方法について

は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

（税効果会計）

連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度か

ら税効果会計を適用して連結財務諸表を作成しており

ます。これに伴い、従来の税効果会計を適用しない場

合と比較し、繰延税金資産 1,293 百万円（流動資産 189

百万円、投資その他の資産 1,104 百万円）が新たに計

上されるとともに、当期純利益は、141 百万円、連結

剰余金期末残高は 1,293 百万円多く計上されておりま

す。

なお、セグメント情報に与える影響については、当

該箇所に記載しております。



［注　記　事　項］

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度（平成１１年３月３１日現在） 当連結会計年度（平成１２年３月３１日現在）

※１　このうち

寄 託 有 価 証 券

借入有価証券代り金

投 資 有 価 証 券

1,054,596 百万円

782,244 百万円

1,246 百万円

は次の債務の担保に供しております。

コ ー ル ・ マ ネ ー

短 期 借 入 金

借 入 有 価 証 券

206,700 百万円

103,561 百万円

736,741 百万円

※２　関連会社に対するものは次のとおりであります。

なお、上記の担保提供資産のほか、貸付金の受入

担保有価証券 45,521 百万円を債務の担保に供してお

ります。

※２　関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 10,579 百万円 投資有価証券（株式） 10,990 百万円

（連結損益計算書関係）

　　　　 前連結会計年度
平成１０年４月　１日から

平成１１年３月３１日まで
　　　　 当連結会計年度

平成１１年４月　１日から

平成１２年３月３１日まで

※ １　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※ １　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

出 資 金　 1 百万円

車両及び運搬具　 1 百万円

器具及び備品　 5 百万円

建　　　　　物　 2 百万円

器具及び備品　42 百万円

※ ２　このうち、固定資産売却損の内訳は次のとおりで

　　あります。

※ ２　このうち、固定資産売却損の内訳は次のとおりで

　　あります。

出 資 金　 1 百万円

車両及び運搬具　 0 百万円

器具及び備品　 0 百万円

建　　　　　物　 3 百万円

車両及び運搬具　 0 百万円

器具及び備品　 3 百万円

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　　 当連結会計年度
平成１１年４月　１日から

平成１２年３月３１日まで

　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成１２年３月３１日現在）

現金・預金　　　　　　　　　　　　　　　　5,985 百万円

有価証券　　　　　　　　　　　　　　　　　  751 百万円

流動資産その他に含まれる買入金銭債権　　　  791 百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金　　　　　△ 38 百万円

株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　 △ 686 百万円

現金及び現金同等物　　　　　　　　　　　　6,804 百万円



（リース取引関係）

　　　　 前連結会計年度
平成１０年４月　１日から

平成１１年３月３１日まで
　　　　 当連結会計年度

平成１１年４月　１日から

平成１２年３月３１日まで

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引は次のとおりで

あります。

（貸主側）

①  リース物件の取得価額、減価償却累計額及び年度

末残高

　　　　　　　取得価額　　　　　　 年度末残高

器具及び備品　　1,386        895         490

そ　 の 　他      191         47         143

合　　計      1,577        943         633

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引は次のとおりで

あります。

（借手側）

①  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び年度末残高相当額

車両及び運搬具　　12         5            6

 器具及び備品     21         2           18

合　　計       33         8           24

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料年度末残高

が有形固定資産の年度末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しております。

② 未経過リース料年度末残高相当額

１年内　　　  7 百万円

１年超　　　 17 百万円

合　計　　   25 百万円

(注) 未経過リース料年度末残高相当額は、未経過リ

ース料年度末残高が有形固定資産の年度末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料　　   7 百万円

減価償却費相当額　　   6 百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

（貸主側）

①  リース物件の取得価額、減価償却累計額及び年度

末残高

　　　　　　　取得価額　　　　　　 年度末残高

器具及び備品　1,100        733        367

そ　 の 　他     68         27         41

合　　計    1,169        760        408

減 価 償 却
累　計　額

減 価 償 却
累　計　額

百万円 百万円 百万円

百万円百万円 百万円 百万円百万円百万円

年度末残高
相　当　額

減 価 償 却
累計額相当

取 得 価 額
相　当　額



　　　　 前連結会計年度
平成１０年４月　１日から

平成１１年３月３１日まで
　　　　 当連結会計年度

平成１１年４月　１日から

平成１２年３月３１日まで

② 未経過リース料年度末残高相当額

１年内　　　329 百万円

１年超　　　566 百万円

合　計　　  895 百万円

(注) 未経過リース料年度末残高相当額は、未経過リ

ース料年度末残高及び見積残存価額の残高の合計

額が、営業債権の年度末残高等に占める割合が低

いため、受取利子込み法により算定しております。

③ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料　　 405 百万円

減価償却費　　 314 百万円

② 未経過リース料年度末残高相当額

１年内　　　251 百万円

１年超　　　325 百万円

合　計　　  577 百万円

(注) 未経過リース料年度末残高相当額は、未経過リ

ース料年度末残高及び見積残存価額の残高の合計

額が、営業債権の年度末残高等に占める割合が低

いため、受取利子込み法により算定しております。

③ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料　　 319 百万円

減価償却費　　 209 百万円



（有価証券の時価等関係）

前事業年度にかかる「有価証券の時価等」については、財務諸表における注記事項として記載しております。

有　価　証　券　の　時　価　等
（単位　百万円）

当連結会計年度（平成１２年３月３１日現在）
種　　　　　類

連結貸借対照表計上額 時　　　価 評価損(△) 益

流動資産に属するもの

株 式

債 券

そ の 他

686

-

-

580

-

-

△106

-

-

小 計 686 580 △106

固定資産に属するもの

株 式

債 券

そ の 他

14,017

21,163

-

29,849

21,334

-

15,832

170

-

小 計 35,181 51,183 16,002

合 計 35,867 51,763 15,895

（注）１．時価の算定方法

上 場 有 価 証 券

上 記 以 外 の 債 券
(時価の算定が困難なものを除

く)

…主に東京証券取引所の最終価格

…日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、
残存償還期間等を勘案して算定した価格

２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額

 流動資産に属するもの　　　中期国債ファンド　　　　　　　　 64 百万円

 
 固定資産に属するもの　　　非 上 場 株 式　　　　　　　　532 百万円

 （店頭売買株式該当なし）
 

残存償還期間が１年以内の　　　　5,059 百万円
非 上 場 公 募 債 券

（デリバティブ取引関係）

当連結会計年度（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。



（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位　百万円）

当連結会計年度

（平成１２年３月３１日現在）

125

688

365

51

62

222

1,516

188

3

31

223

1,293

繰延税金資産

未払事業税

退職給与引当金損金算入限度超過額

役員退職慰労引当金

減価償却超過額

繰延資産損金算入限度超過額

その他

繰延税金資産合計

繰延税金負債

子会社資産評価差額

圧縮記帳積立金

その他

繰延税金負債小計

繰延税金資産の純額

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

（単位　％）

当連結会計年度

（平成１２年３月３１日現在）

42.1

△ 4.1

0.4

△ 0.3

38.1

法定実効税率

（調　整）

持分法投資利益

交際費等永久に損金に算入されない項目

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率



（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

ｏ　前連結会計年度（平成１０年４月１日から平成１１年３月３１日まで）

証券金融業 情報処理サービス業 計 消去又は全社 連 結

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

Ⅰ 営 業 収 益 及 び 営 業 損 益

営 業 収 益

(1)外部顧客に対する営業収益

(2)セグメント間の内部営業収益

計

営 業 費 用

営 業 利 益

31,807

16

31,823

29,880

1,943

3,933

34

3,968

3,850

117

35,741

50

35,792

33,731

2,060

-

(50)

(50)

(50)

-

35,741

-

35,741

33,680

2,060

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出

資 産

減 価 償 却 費

資 本 的 支 出

4,245,267

385

260

2,389

384

282

4,247,657

770

543

(17)

-

-

4,247,639

770

543

ｏ　当連結会計年度（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで）

証券金融業 情報処理サービス業 計 消去又は全社 連 結

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

Ⅰ 営 業 収 益 及 び 営 業 損 益

営 業 収 益

(1)外部顧客に対する営業収益

(2)セグメント間の内部営業収益

計

営 業 費 用

営 業 利 益

21,627

16

21,643

17,543

4,100

3,957

59

4,016

3,924

91

25,584

76

25,660

21,468

4,192

-

(76)

(76)

(76)

-

25,584

-

25,584

21,391

4,192

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出

資 産

減 価 償 却 費

資 本 的 支 出

6,340,644

359

598

2,564

309

318

6,343,208

669

917

(18)

-

-

6,343,189

669

917

（注）１．事業区分は事業内容の実態を勘案して区分したものであります。

２．各事業の主な営業収益

 (1) 証 券 金 融 業…貸付金利息、有価証券貸付料等

 (2) 情報処理サービス業…事務計算受託料等

３． 資産についてはそのすべてを両セグメントに配分しております。

４． 減価償却費および資本的支出には、ソフトウェアおよび長期前払費用とその償却額が含まれて

おります。

５． 会計処理基準等の変更

 （前連結会計年度）

(1) 「連結財務諸表作成の基本となる事項」４.(2)に記載のとおり、当連結会計年度より耐用年

数の短縮を行っております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度の営業費用は「証券

金融業」が 16 百万円、「情報処理サービス業」が 1 百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額

減少しております。



(2) 「連結財務諸表作成の基本となる事項」４.(3)に記載のとおり、当連結会計年度より連結子

会社２社に加え、親会社も役員退職慰労引当金を計上しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、「証券金融業」において当連結会

計年度の営業費用は 122 百万円増加し、営業利益は同額減少しております。

(3) 「追加情報」１.に記載のとおり、当連結会計年度より事業税の表示区分が変更されており

ます。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度の営業費用は「証券

金融業」が 336 百万円、「情報処理サービス業」が 24 百万円減少し、営業利益はそれぞれ同

額増加しております。

 （当連結会計年度）

(1) 「連結財務諸表作成の基本となる事項」４.(3)に記載のとおり、当連結会計年度より連結子

会社１社が役員退職慰労引当金を計上しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、「証券金融業」において当連結会計

年度の営業費用は 26 百万円増加し、営業利益は同額減少しております。

(2) 「追加情報」に記載のとおり、当連結会計年度より税効果会計を適用しております。

この適用に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度の資産は「証券金融

業」が 994 百万円、「情報処理サービス業」が 299 百万円増加しております。

２．所在地別セグメント情報

在外子会社がないため該当事項はありません。

３．海外売上高

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度

１ 株 当 た り 純 資 産 額

１株当たり当期純利益

956 円 76 銭

15 円 97 銭

１ 株 当 た り 純 資 産 額

１株当たり当期純利益

986 円 86 銭

28 円 12 銭

    なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、転換社債等潜在株式がないため記載してお

りません。

    なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、転換社債等潜在株式がないため記載してお

りません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。



⑤  連結附属明細表

a . 社債明細表

該当事項はありません。

b.借入金等明細表

区　　　　　　分
前年度末
残  高

当年度末
残  高

平均利率 返済期限 摘　要

百万円 百万円 ％

短期借入金 12,757 130,353 0.397 -

１年以内に返済予定の長期借入金 - - - -

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） - - - -

その他の有利子負債

コール・マネー（１年内返済）

コマーシャル・ペーパー（１年内返済）

そ の 他（１年内返済）

490,850

61,000

14,189

567,700

431,500

10,190

0.075

0.107

1.358

-

-

-

-

合　　　　　　計 578,796 1,139,743

（注１）平均利率は年度末利率によっております。

（注２）貸付有価証券代り金は、その他の有利子負債から除いております。

（２）そ の 他

該当事項はありません。



２ ． 財 務 諸 表 等

（１） 財 務 諸 表

① 貸借対照表

第 89 期（平成 11 年 3 月 31 日現在） 第 90 期（平成 12 年 3 月 31 日現在）　　　　　　　　　　期　　　別
科　　　目 内　　　訳 金　　　額 構成比 内　　　訳 金　　　額 構成

比

〔資　　産　　の　　部〕 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

Ⅰ　流　　動　　資　　産
１． 現 金 ・ 預 金
２． コ ー ル ・ ロ ー ン
３． 有 価 証 券
４． 自 己 株 式
５． 貸 付 金
(1) 貸 借 取 引 貸 付 金
(2) 公 社 債 貸 付 金
(3) 一 般 貸 付 金
(4) そ の 他 の 貸 付 金

 ６．貸 付 有 価 証 券
(1) 貸借取引貸付有価証券
(2) 貸債券取引貸付有価証券
(3) その他の貸付有価証券

７． 保　管　有　価　証　券
８． 寄　託　有　価　証　券※１
９． 前 払 費 用
10． 繰 延 税 金 資 産
11． 借入有価証券代り金※１
12． 未 収 収 益
13． そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金
流 動 資 産 合 計

Ⅱ　固　　定　　資　　産
(Ⅰ) 有　形　固　定　資　産

1． 建 物
 減 価 償 却 累 計 額
2． 車 両 及 び 運 搬 具
 減 価 償 却 累 計 額
3． 器 具 及 び 備 品
 減 価 償 却 累 計 額
4． 土 地

有 形 固 定 資 産 合 計
(Ⅱ) 無　形　固　定　資　産

1． 施 設 利 用 権
2． ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計
(Ⅲ) 投 資 そ の 他 の 資 産

1． 投 資 有 価 証 券※１
2． 関 係 会 社 株 式※１
3． 出 資 金
4． 差 入 保 証 金
5． 社 内 貸 付 金
6． 固 定 化 営 業 債 権
7． 長 期 前 払 費 用
8． 繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

544,391
121,585
112,802
41,500

427,970
1,397,400

10,295

2,453
△1,519

23
△21
1,347

△1,052

1,862
167,700
14,685

0
820,280

1,835,665

190,665
501,745

27
-

653,095
426
62

△2,404
4,183,811

934

1

294
1,024
2,255

23
-
23

23,880
8,996
143
412
425
49
304
-

△50
34,162
36,442

99.1

0.9

1,512,182
50,223
82,739
37,684

409,329
1,179,900

4,008

2,377
△1,514

20
△19
1,320

△1,068

4,349
39,000

686
2

1,682,828

1,593,237

239,054
1,780,304

150
131

784,333
428
16

△ 3,359
6,121,164

862

1

251
984

2,100

22
227
249

25,978
8,996
143
400
400
23
-

846
△24

36,765
39,115

99.4

0.6
資 産 合 計 4,220,253 100.0 6,160,280 100.0



第 89 期（平成 11 年 3 月 31 日現在） 第 90 期（平成 12 年 3 月 31 日現在）　　　　　　　　　　期　　　別
科　　　目 内　　　訳 金　　　額 構成比 内　　　訳 金　　　額 構成比

〔負　　債　　の　　部〕 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

Ⅰ　流　　動　　負　　債
１． コ ー ル ・ マ ネ ー
２． 短 期 借 入 金
３． 関 係 会 社 借 入 金
４． コマーシャル・ペーパー
５． 未 払 金
６． 未 払 費 用
７． 未 払 法 人 税 等
８． 賞 与 引 当 金
９． 貸 借 取 引 担 保 金
10． 貸付有価証券代り金
11． 預 り 金
12． 前 受 金
13． 預 り 担 保 有 価 証 券
14． 借 入 有 価 証 券
15． 貸 付 有 価 証 券 見 返
16． 前 受 収 益
17． そ の 他 の 流 動 負 債
流 動 負 債 合 計

Ⅱ　固　　定　　負　　債
1． 退 職 給 与 引 当 金
2． 役 員 退 職 慰 労 引 当 金
固 定 負 債 合 計

480,850
12,617
4,670
61,000

29
130
900
198

17,943
996,646
14,629

2
875,113

1,645,463
7,500

83
1,306

4,119,084

2,101
422

2,523

97.6

0.1

414,800
130,293
4,470

431,500
31
128

1,026
197

39,464
1,409,924

10,601
3

2,303,182
1,300,414

9,000
236

1,277
6,056,550

2,109
553

2,662

98. 3

0.1
負 債 合 計 4,121,607 97.7 6,059,213 98.4
〔資　　本　　の　　部〕

Ⅰ　資　　　 本 　　　金　　※２
Ⅱ　資 本 準 備 金
Ⅲ　利 益 準 備 金
Ⅳ　そ の 他 の 剰 余 金
１． 任 意 積 立 金
(1) 退 職 慰 労 積 立 金
(2) 配 当 引 当 積 立 金
(3) 圧 縮 記 帳 積 立 金
(4) 別 途 積 立 金

２． 当 期 未 処 分 利 益

680
2,030

8
76,230

10,000
5,181
1,989
81,476
78,948

2,527

0.2
0.1
0.1
1.9

-
2,030

4
75,430

10,000
5,181
2,078
83,807
77,464

6,342

0.2
0.1
0.0
1.3

資 本 合 計 98,646 2.3 101,067 1.6
負 債 ・ 資 本 合 計 4,220,253 100.0 6,160,280 100.0



② 損益計算書

平成１０年４月  １日から
平成１１年３月３１日まで

平成１１年４月　１日から
平成１２年３月３１日まで

期　　　別

科　　　目 内　　　訳 金　　　額 百分比 内　　　訳 金　　　額 百分比
百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

Ⅰ　営 業 収 益 30,804 100.0 19,633 100.0
１． 貸 付 金 利 息
(1) 貸 借 取 引 貸 付 金 利 息
(2) 公 社 債 貸 付 金 利 息
(3) 一 般 貸 付 金 利 息
(4) コ ー ル ・ ロ ー ン 利 息
(5) そ の 他 の 貸 付 金 利 息

２． 借入有価証券代り金利息
３． 受 取 手 数 料
(1) 貸 借 取 引 受 取 手 数 料
(2) 一 般 貸 付 受 取 手 数 料
(3) 貸 債 券 取 引 受 取 手 数 料
(4) 国債元利金支払取扱受取手数料
(5) そ の 他 の 受 取 手 数 料

４． 有 価 証 券 貸 付 料
(1) 貸借取引有価証券貸付料
(2) 貸債券取引有価証券貸付料
(3) その他の有価証券貸付料

3,118
712

2,272
1,347
163

108
1
0
26
54

15,679
2,661
1,193

7,613

3,465
190

19,535

7,932
97

2,001
32
47

259
2
-
16
26

4,531
1,787
1,596

10,111

1,301
304

7,915

Ⅱ　営 業 費 用 22,499 73.0 8,954 45.6
１． 支 払 利 息
(1) コ ー ル ・ マ ネ ー 利 息
(2) 借 入 金 利 息
(3) 貸付有価証券代り金利息
(4) そ の 他 の 支 払 利 息

２． コマーシャル・ペーパー利息

３． 支 払 手 数 料
(1) 貸 借 取 引 支 払 手 数 料
(2) 公 社 債 貸 付 支 払 手 数 料
(3) 一 般 貸 付 支 払 手 数 料
(4) 貸 債 券 取 引 支 払 手 数 料
(5) そ の 他 の 支 払 手 数 料
４． 有 価 証 券 借 入 料
(1) 貸借取引有価証券借入料
(2) 貸債券取引有価証券借入料
(3) その他の有価証券借入料

営 業 総 利 益

1,198
189

1,747
365

82
0

139
15
251

15,637
2,099
586

3,500

188
488

18,322

8,304 27.0

229
205
684
169

156
0

116
8

243

4,530
1,548
694

1,287

367
526

6,772

10,679 54.4
Ⅲ　一 般 管 理 費 6,754 21.9 7,437 37.9
１． 報 酬 給 与 等
２． 退 職 給 与 引 当 金 繰 入
３． 退 職 給 与 引 当 金 戻 入
４． 役員退職慰労引当金繰入
５． 賞 与 引 当 金 繰 入
６． 福 利 厚 生 費
７． 事 務 計 算 費
８． 交 通 費 ・ 通 信 費
９． 広 告 宣 伝 費
10． 賃 借 料 ・ 管 理 費
11． 減 価 償 却 費
12． 貸 倒 引 当 金 繰 入
13． そ の 他

営 業 利 益

3,161
200

△106
122
198
542

1,329
112
72
442
120
-

557
1,550 5.1

2,842
192
△36
131
197
620

1,210
104
70
416
192
938
556

3,241 16.5

第８９期 第９０期



平成１０年４月  １日から
平成１１年３月３１日まで

平成１１年４月　１日から
平成１２年３月３１日まで

期　　　別

科　　　目 内　　　訳 金　　　額 百分比 内　　　訳 金　　　額 百分比
百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

Ⅳ　営 業 外 収 益 737 2.4 795 4.0
１． 受 取 利 息
２． 有 価 証 券 利 息
３． 受 取 配 当 金※１
４． 有 価 証 券 売 却 益
５． 賃 貸 料
６． 有 価 証 券 償 還 益
７． 雑 益

16
305
262
0
94
0
55

13
394
242
1
92
0
50

Ⅴ　営 業 外 費 用 56 0.2 0 0.0
１． 有 価 証 券 売 却 損
２． 雑 損

経 常 利 益

56
0

2,231 7.3

0
0

4,036 20.5
Ⅵ　特 別 利 益 1,923 6.2 16 0.1
１． 貸 倒 引 当 金 戻 入 益
２． 投 資 有 価 証 券 売 却 益
３． 固 定 資 産 売 却 益※２

1,417
502
3

-
-
16

Ⅶ　特 別 損 失 1,574 5.1 4 0.0
１． 固 定 資 産 除 却 損
２． 固 定 資 産 売 却 損※３
３． 投 資 有 価 証 券 売 却 損
４． 過年度役員退職慰労引当金繰入

5
1

1,267
299

1
3
-
-

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

2,580
1,385

-
1,195

8.4
4.5

3.9

4,048
1,716
△82
2,414

20.6
8.7

△0.4
12.3

前 期 繰 越 利 益
過 年 度 税 効 果 調 整 額

税効果会計適用に伴う
圧縮記帳積立金取崩額

自 己 株 式 消 却 額
当 期 未 処 分 利 益

3,773
-

-

△2,441
2,527

3,029
895

3

-
6,342

第９０期第８９期



③ 利益処分計算書

第 ８ ９ 期

平成１１年６月２９日

株　主　総　会　決　議

第 ９ ０ 期

平成１２年６月２９日

株　主　総　会　決　議

　　　　　　　　　期　　　別

科　　　目 内　　　　訳 金　　　　額 内　　　　訳 金　　　　額
百万円 百万円 百万円 百万円

Ⅰ　当 期 未 処 分 利 益

Ⅱ　任 意 積 立 金 取 崩 額

１． 退職慰労積立金取崩額

２． 圧縮記帳積立金取崩額

３． 別 途 積 立 金 取 崩 額

680

0

800

2,527

1,480

-

0

-

6,342

0

計

Ⅲ　利 益 処 分 額

１． 利 益 準 備 金

２． 配 当 金

３． 役 員 賞 与 金

 （うち監査役賞与金）

４． 別 途 積 立 金

89

827

61

(14)

-

4,007

978

114

1,064

66

(15)

2,000

6,342

3,244

Ⅳ　次　期　繰　越　利　益 3,029 3,098



[ 重要な会計方針 ]

第 ８ ９ 期
平成１０年４月　１日から

平成１１年３月３１日まで
第 ９ ０ 期

平成１１年４月　１日から

平成１２年３月３１日まで

１．有価証券の評価基準および評価方法

移動平均法による原価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

 (1) 有 形 固 定 資 産

定率法を採用し、自動車を除いては法人税法に規定

する耐用年数により償却しております。

なお、建物（建物附属設備を除く）については、平

成 10 年度の税制改正により、耐用年数の短縮を行っ

ております。

この変更に伴い、前期と同一の耐用年数によった場

合に比べ、減価償却費は 8百万円増加し、経常利益お

よび税引前当期純利益は、それぞれ同額減少しており

ます。

(2) 無 形 固 定 資 産

定額法を採用し、法人税法に規定する耐用年数によ

り償却しております。

３．引 当 金 の 計 上 基 準

 (1) 貸 倒 引 当 金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法の

定める法定繰入率による限度額のほか、個別債権につ

いて回収可能性を検討して計上しております。

 (2) 賞 与 引 当 金

従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給対象期

間に基づく当期の支給見込額を計上しております。

 (3) 退職給与引当金

従業員の退職金の支払に備えるため、当社の退職金

支給規程に基づく会社都合による期末退職金要支給

額から期末在籍者にかかる適格退職年金資産残高を

控除した額が退職給与引当金の期末残高となるよう

計上しております。

また、取崩は退職者の前期末退職金要支給額によっ

ております。

１．有価証券の評価基準および評価方法

同　　　　　左

２．固定資産の減価償却の方法

 (1) 有 形 固 定 資 産

定率法を採用し、自動車を除いては法人税法に規定

する耐用年数により償却しております。

(2) 無 形 固 定 資 産

定額法を採用し、法人税法に規定する耐用年数によ

り償却しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

３．引 当 金 の 計 上 基 準

 (1) 貸 倒 引 当 金

同　　　　　左

 (2) 賞 与 引 当 金

同　　　　　左

 (3) 退職給与引当金

同　　　　　左



第 ８ ９ 期
平成１０年４月　１日から

平成１１年３月３１日まで
第 ９ ０ 期

平成１１年４月　１日から

平成１２年３月３１日まで

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

役員退職慰労金は、従来支出時の費用として処理し

ておりましたが、内規の整備を機会に、同慰労金を役

員の在任する各期に合理的に配分し、期間損益の適正

化を図るため、当期より内規に基づく期末要支給額を

引当計上する方法に変更いたしました。

この変更に伴い、当期発生額 122 百万円は「一般管

理費」に、過年度相当額 299 百万円は「特別損失」に

それぞれ計上しております。この結果、従来の方法に

よった場合に比べ、営業利益および経常利益は 122

百万円、税引前当期純利益は 422 百万円それぞれ減少

しております。

なお、役員退職慰労金の内規の整備に関する取締役

会決議を下期に行ったため、当中間期は従来の方法に

よっております。従って、当中間期は変更後の方法に

よった場合に比べ営業利益および経常利益は 57 百万

円、税引前中間純利益は 206 百万円それぞれ多く計上

されております。

４．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっ

ております。

５． 適 格 退 職 年 金 制 度

①　第 75 期（昭和 60 年 3 月）より、従業員が定年退職

（勤続 20 年以上）したときに支給する退職金の一部

について適格退職年金制度に移行しております。

②　 平成 11 年 3 月 31 日現在の年金資産残高は 2,189 百

万円であり、うち在籍者分は 783 百万円であります。

③　過去勤務費用の掛金期間は 8年 9ヵ月であります。

④　当該年金制度は定年退職者のみを対象としておりま

すので、移行時において退職給与引当金の超過額は発

生しておりません。

６．消費税等の処理方法

税抜方式を採用しております。

 (4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

４．リース取引の処理方法

同　　　　　左

５． 適 格 退 職 年 金 制 度

①　　　　同　　　　　左

②　 平成 12 年3 月 31日現在の年金資産残高は 2,330百

万円であり、うち在籍者分は 726 百万円であります。

③　過去勤務費用の掛金期間は７年であります。

④　　　　同　　　　　左

６．消費税等の処理方法

同　　　　　左



［ 表示方法の変更 ］

第 ８ ９ 期
平成１０年４月　１日から

平成１１年３月３１日まで
第 ９ ０ 期

平成１１年４月　１日から

平成１２年３月３１日まで

未払事業税および未払事業所税については、前期にお

いては「未払事業税等」として表示しておりましたが、

当期においては未払事業税 200 百万円については「未払

法人税等」に含め、未払事業所税 12 百万円については「未

払金」に含めて表示しております。

［ 追　加　情　報 ］

 第８９期
平成１０年４月　１日から

平成１１年３月３１日まで
第 ９ ０ 期

平成１１年４月　１日から

平成１２年３月３１日まで

（ソフトウェア）

前期まで投資その他の資産の「長期前払費用」に計上

しておりました自社利用のソフトウェアについては、

「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実

務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 12

号 平成 11 年 3 月 31 日）における経過措置の適用によ

り、従来の会計処理方法を継続して採用しております。

ただし、同報告により上記にかかるソフトウェアの表

示については、投資その他の資産の「長期前払費用」か

ら無形固定資産の「ソフトウェア」に変更し、減価償却

の方法については、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

（税効果会計）

財務諸表等規則の改正により、当期から税効果会計を

適用して財務諸表を作成しております。これに伴い、従

来の税効果会計を適用しない場合と比較し、繰延税金資

産 977 百万円（流動資産 131 百万円、投資その他の資産

846 百万円）が新たに計上されるとともに、当期純利益

は 82 百万円、当期未処分利益は 977 百万円多く計上さ

れております。



〔 注　記　事　項 〕

（貸借対照表に関する注記）

第８９期（平成１１年３月３１日現在） 第９０期（平成１２年３月３１日現在）

※ １ このうち

寄 託 有 価 証 券　　　 321,773 百万円

借入有価証券代り金　　　 653,095 百万円

投 資 有 価 証 券　　　　　 196 百万円

関 係 会 社 株 式　　　　　　27 百万円

は次の債務の担保に供しております。

コ ー ル ・ マ ネ ー　　　 339,250 百万円

短　期　借　入　金　　　　 8,821 百万円

借 入 有 価 証 券　　　 617,952 百万円

なお、上記の担保提供資産のほか、公社債貸付

金および一般貸付金等の受入担保有価証券

142,862 百万円を債務の担保に供しております。

※２ 授権株式数は 154,524 千株、発行済株式数は

    118,274 千株であります。

※ １ このうち

寄 託 有 価 証 券　　　1,054,596 百万円

借入有価証券代り金　　　  784,333 百万円

投 資 有 価 証 券　　　　　  131 百万円

は次の債務の担保に供しております。

コ ー ル ・ マ ネ ー　　　  205,800 百万円

短　期　借　入　金　　　  103,561 百万円

借 入 有 価 証 券　　　  738,741 百万円

なお、上記の担保提供資産のほか、公社債貸付

金および一般貸付金等の受入担保有価証券

45,521 百万円を債務の担保に供しております。

※２ 授権株式数は 154,524 千株、発行済株式数は

    118,274 千株であります。

（損益計算書に関する注記）

第８９期
平成１０年４月　１日から

平成１１年３月３１日まで
第９０期

平成１１年４月　１日から

平成１２年３月３１日まで

※１ このうち、関係会社株式にかかるものは 138 百万円

であります。

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

出 資 金　 1 百万円

車両及び運搬具　 1 百万円

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

出 資 金　 1 百万円

車両及び運搬具　 0 百万円

（追加情報）

前期において「事業税等」に含めておりました「事

業税」（当期 298 百万円）および「法人税及び住民税」

（当期 1,087 百万円）は、財務諸表等規則の改正によ

り当期においては「法人税、住民税及び事業税」とし

て表示しております。

※１ このうち、関係会社株式にかかるものは 150 百万円

であります。

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土　　　　　地　14 百万円

建　　　　　物　 2 百万円

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建　　　　　物　 3 百万円

車両及び運搬具　 0 百万円

器具及び備品　 0 百万円



（リース取引関係）

第８９期
平成１０年４月　１日から

平成１１年３月３１日まで
第９０期

平成１１年４月　１日から

平成１２年３月３１日まで

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引は次のとおりで

あります。

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

車両及び運搬具　　12          5           6

器具及び備品　    21          2          18

合　　計       33          8          24

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

(2)未経過リース料期末残高相当額

１年内　　　 7 百万円

１年超　　　17 百万円

合　計　　  25 百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。

(3)支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料　　　　 7 百万円

減価償却費相当額　　 6 百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

百万円 百万円 百万円

期 末 残 高
相　当　額

減 価 償 却
累計額相当

取 得 価 額
相　当　額



（有価証券の時価等関係）

当連結会計年度にかかる「有価証券の時価等」については、連結財務諸表における注記事項として記載して

おります。

有　価　証　券　の　時　価　等
（単位　百万円）

第８９期（平成１１年３月３１日現在）
種　　　　　類

貸借対照表計上額 時　 　価 評 価 損 ( △ ) 益

流動資産に属するもの

株 式

債 券

そ の 他

687

-

-

764

-

-

77

-

-

小 計 687 764 77

固定資産に属するもの

株 式

債 券

そ の 他

3,954
(515)

19,265

-

19,542
(11,624)

19,522

-

15,587
(11,108)

257

-

小 計
23,219

(515)
39,065
(11,624)

15,845
(11,108)

合 計
23,907

(515)
39,829
(11,624)

15,922
(11,108)

（注）１．時価の算定方法

上 場 有 価 証 券

上 記 以 外 の 債 券
(時価の算定が困難なものを除

く)

…主に東京証券取引所の最終価格

…日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、
残存償還期間等を勘案して算定した価格

２． 流動資産に属する株式には自己株式を含んで表示しております。
 なお、評価損益は次のとおりであります。

 第８９期
 0 百万円

 

３． 開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額                第８９期

 流動資産に属するもの　　　 買現先の有価証券（債券）        13,998 百万円
 

 固定資産に属するもの　　　 非 上 場 株 式　　　　         8,582 百万円
 （店頭売買株式該当なし）　　           うち関係会社株式

        8,480 百万円
 

 残存償還期間が１年以内の　　           1,074 百万円
非 上 場 公 募 債 券

４． （　）内は関係会社に係るもので内書であります。

（デリバティブ取引関係）

第８９期（平成 10 年 4 月 1 日から平成 11 年 3 月 31 まで）

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。



（税効果会計関係）

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（単位　百万円）

第９０期（平成１２年３月３１日現在）

95

504

233

53

94

981

3

977

繰延税金資産

未払事業税

退職給与引当金損金算入限度超過額

役員退職慰労引当金

繰延資産損金算入限度超過額

その他

繰延税金資産合計

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金

繰延税金資産の純額

（1株当たり情報）

第 ８ ９ 期 第 ９ ０ 期

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益

834 円　05 銭

9 円　84 銭

１ 株 当 た り 純 資 産 額

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

854 円 51銭

20 円 41 銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、転換社債等潜在株式がないため記

載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、転換社債等潜在株式がないため記

載しておりません。

（重要な後発事象）

該 当 事 項 は あ り ま せ ん 。



④ 附 属 明 細 表

a . 有 価 証 券 明 細 表

財務諸表等規則第 120 条の規定により省略。

b.有形固定資産等明細表

減価償却累計額又は

資 産 の 種 類
前 期 末
残 高

当 期
増 加 額

当 期
減 少 額

当 期 末
残 高

償却累計額 当 期
償却額

差引当期
末 残 高 摘 要

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

建 物 - - - 2,377 1,514 51 862

車両及び運搬具 - - - 20 19 0 1

器具及び備品 - - - 1,320 1,068 44 251

土 地 - - - 984 - - 984

有
　
形
　
固
　
定
　
資
　
産

計 - - - 4,702 2,602 96 2,100

施 設 利 用 権 - - - 37 15 1 22

ソフトウェア - - - 321 94 94 227

 

無
形
固
定
資
産 計 - - - 359 109 95 249

長 期 前 払 費 用 2,535 - 2,535 - - - -

- - - - - - -

 

繰
延
資
産 計 - - - - - - -

（注）１. 有形固定資産および無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため、当該資産にかかる

「前期末残高」、「当期増加額」および「当期減少額」の記載を省略しております。

２.「長期前払費用」については、「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公

認会計士協会会計制度委員会報告第 12 号 平成 11 年 3 月 31 日）の適用により、差引前期末残高 304 百

万円を無形固定資産の「ソフトウェア」に振替えております。



c.資本金等明細表

区　　　　　　　　　分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 摘 要

百万円 百万円 百万円 百万円

資 本 金 10,000 - - 10,000

額 面 普 通 株 式
（118,274 千株）

10,000

（-千株）

-

（-千株）

-

（118,274 千株）

10,000うち既発行
株 式

計
（118,274 千株）

10,000

（-千株）

-

（-千株）

-

（118,274 千株）

10,000

（資本準備金）
株式払込剰余金 5,181 - - 5,181

（その他の資本準備金）
- - - -

資本準備金及び

その他の資本剰余金

計 5,181 - - 5,181

利 益 準 備 金 1,989 89 - 2,078 （注１）

退 職 慰 労 積 立 金 680 - 680 - （注２）

配 当 引 当 積 立 金 2,030 - - 2,030

圧 縮 記 帳 積 立 金 8 - 3 4 （注３）

別 途 積 立 金 76,230 - 800 75,430 （注２）

利 益 準 備 金
及　び

任 意 積 立 金

計 80,937 89 1,483 79,542

（注１） 当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。

（注２） 当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。

（注３） 当期減少額は、前期決算の利益処分および税効果会計適用に伴う取崩によるものであります。

d . 引 当 金 明 細 表

当 期 減 少 額
区　　　　分 前期末残高 当期増加額

目 的 使 用 そ の 他
当期末残高 摘　　　要

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

貸 倒 引 当 金 2,454 3,360 9 2,421 3,383

賞 与 引 当 金 198 197 198 - 197

退 職 給 与 引 当 金 2,101 192 184 - 2,109

役員退職慰労引当金 422 131 - - 553

（注）洗替ならびに税法による取崩額であります。

(注)



（２） 主な資産および負債の内容

当事業年度末（平成１２年３月３１日現在）における主な資産および負債の内容は次のとおりであり

ます。

①　 現 金 ・ 預 金

区 分 金 額

現 金

当 座 預 金

定 期 預 金

30

3,983

335

百万円

計 4,349

②　貸　付　金

区 分 口 数 金 額

貸 借 取 引 貸 付 金 1,712 口 1,512,182 百万円

証 券 会 社 15 49,700
公 社 債 貸 付 金

顧 客 76 523

証 券 会 社 60 37,534
一 般 貸 付 金

顧 客 8,038 45,204

そ の 他 の 貸 付 金 大阪証券金融他 3 37,684

計 9,904 1,682,828

③　貸 付 有 価 証 券

区 分 貸 付 先 金 額

貸 借 取 引 貸 付 有 価 証 券

貸債券取引貸付有価証券

そ の 他 の 貸 付 有 価 証 券

パ リ バ 証 券

パ リ バ 証 券

パ リ バ 証 券

他 117 口

他  33

他  26

409,329

1,179,900

4,008

百万円

計 1,593,237

④　保管有価証券および寄託有価証券

払　　　　　出　　　　　額
区　　　　　　　　分 受　入　額

貸 付 有 価 証 券 寄 託 有 価 証 券
保 管 有 価 証 券

百万円 百万円 百万円 百万円

貸借取引貸付金担保有価証券

貸借取引担保金代用有価証券

借 入 有 価 証 券

1,512,182

790,999

1,300,414

363,066

-

1,221,171

1,149,116

631,187

-

-

159,811

79,242

計 3,603,596 1,584,237 1,780,304 239,054



⑤　借入有価証券代り金

区　　　　　　　　分 摘　　　　　　　　要 金　　　　　　　　額

貸 借 取 引 分

貸 債 券 取 引 分

丸 三 証 券

JP モルガン証券

他  32

他  28

口 48,441

735,891

百万円

計 784,333

⑥　コール・マネー

借　　　入　　　先 条　　　件 金  　　額 備  　　考
百万円

山 根 短 資 株 式 会 社

上 田 短 資 株 式 会 社

東 京 短 資 株 式 会 社

日 本 短 資 株 式 会 社

八 木 短 資 株 式 会 社

名 古 屋 短 資 株 式 会 社

そ の 他

有 担 保

無 担 保

有 担 保

無 担 保

有 担 保

無 担 保

有 担 保

無 担 保

有 担 保

無 担 保

有 担 保

無 担 保

無 担 保

14,900

25,100

15,200

44,800

15,000

25,000

118,100

51,900

20,400

28,500

22,200

3,700

30,000

計 414,800

（注）全額貸付金に充当しております。

⑦　コマーシャル・ペーパー

売　　　渡　　　先 金　　　　　　額 返   済   期   限
口 百万円

㈱ 三 和 銀 行

名 古 屋 短 資 ㈱

㈱ 富 士 銀 行

他 9

他 19

他 15

87,000

237,500

107,000

平成 12 年 4 月

平成 12 年 5 月

平成 12 年 6 月

計 431,500

（注）全額貸付金に充当しております。



⑧　貸付有価証券代り金

区　　　　　　　　分 摘　　　　　　　　要 金　　　　　　　　額

貸借取引貸付有価証券代り金

貸債券取引貸付有価証券代り金

その他の貸付有価証券代り金

パ リ バ 証 券

パ リ バ 証 券

ｳ ｪ ｽ ﾄ ｴ ﾙ ﾋ ﾞ ｰ 証 券

他 117 口

他  32

他   9

409,329

999,543

1,052

百万円

計 1,409,924

⑨　預り担保有価証券

区　　　　分 受　入　先 銘　　　　　　　　柄 株 数 ま た は 額 面 金　　　　額

貸借取引貸付金

担保有価証券

貸借取引担保金

代用有価証券

東京証券他

東京証券他

極 洋

利付国庫債券(2 年)
第 156 回

極 洋

口

他 1,711

他  139

他 5,648

株 式

債券額面

株 式

1,857,092

44,588

1,020,069

千  株

百万円

千  株

百万円

1,512,182

790,999

計
債券額面

株 式

44,588

2,877,162

百万円

千  株
2,303,182

⑩　借入有価証券

借　　　入　　　先 銘　　　　　　柄 金　　　額 備　　　　　　　　考

丸 三 証 券

JP モルガン証券

日 本 生 命

口

他 32

他 35

他 10

東 鉄 工 業

利付国庫債券(2 年 )第 16 3 回

丸 井

口

他 118

他 103

他 43

百万円

48,441

1,203,900

48,072

　

貸 借 取 引 分

貸 債 券 取 引 分

そ の 他

計 1,300,414

（３） そ　の　他

該当事項はありません。



第６  提 出 会 社 の 株 式 事 務 の 概 要

決 算 期 ３月３１日 定時株主総会 ６月中

株主名簿閉鎖の期間 － 基 準 日 ３月３１日

中間配当基準日 中間配当の規定はありません株 券 の

種 類

１株券、10 株券、50 株券、
100 株券、500 株券、
1,000 株券、10,000 株券 １単位の株式数 １，０００株

取 扱 場 所 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号

代 理 人 日本証券代行株式会社

取 次 所 日本証券代行株式会社全国支店、出張所
株 式 の

名 義

書 換 え 名 義 書 換

手 数 料
無   料

新 券 交 付

手 数 料

株券の毀損、汚損および喪失による株券交
付ならびに不所持株券発行の場合

株券１枚につき１００円

取 扱 場 所 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号

代 理 人 日本証券代行株式会社

取 次 所 日本証券代行株式会社全国支店、出張所

単 位 未 満

株 式 の

買 取 り
買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料として別途定める金額

公 告 掲 載 新 聞 名 日  本  経  済  新  聞

株主に対する特典 な        し



第７  提 出 会 社 の 参 考 情 報

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

提        出        書        類 提     出     日 提 出 先

発 行 登 録 書（コマーシャル・ペーパー）
平成 11 年 4 月  8 日

平成 12 年  4 月 10 日

関    東
財務局長

訂 正 発 行 登 録 書（コマーシャル・ペーパー）

平成 11 年  6 月 29 日

平成 11 年 12 月 17 日

平成 12 年  6 月 29 日

関    東
財務局長

有 価 証 券 報 告 書

およびその添付書類

事業年度
(第 89期)

自平成10年 4月 1日

至平成11年 3月 31日
平成 11 年  6 月 29 日

関    東
財務局長

自 己 株 券 買 付 状 況 報 告 書
平成 1 1 年  5 月 6 日

平成 1 1 年  7 月 1 日

関    東
財務局長

半  期  報  告  書 (第 90 期中)
自平成11年 4月 1日

至平成11年 9月 30日
平成 11 年 12 月 17 日

関    東
財務局長

。



第  二  部    保  証  会  社  等  の  情  報

該 当 事 項 は あ り ま せ ん 。


